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世界の海洋観測の現状
The WMO-IOC Joint Technical Commission for Oceanography and Marine Meteorology in situ Ocean Observing System 

Monitoring and Coordination Centre.
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Global

JAPAN

2000-2010 2011-2021

日本の実力 : 全球海洋観測への貢献度

気候変動を観測するための国際観測網Global Ocean Observing Systemから船舶
（線）、Argo（点）、係留（○）を抜き出したもの。船舶・Argo・係留が全て等価だと仮
定して、現在は概ね10％強が日本の貢献（2000年代は概ね20％弱だった）。

参考：日本のEEZ面積（大陸棚含む）は世界のEEZの約3% (wikipediaから計算）
日本のGDPは世界のGDPの約5.7%
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海洋地球研究船「みらい」

イメージ

国際アルゴ計画
全世界で約3900基の観測ロボット
が稼働中。基盤的な全球海洋観測
網として認知されている。

GO-SHIP
船舶観測の国際的なコンソーシアムであるGO-SHIPは長期の再観測を
継続することで繊細な海洋の変化（特に中・深層）に関する情報を充実。
観測手法やデータの標準化など、ここ10年での整備状況は良好。expertの
高齢化でデータの品質維持が問題になり始めている。日本ではJAMSTEC
で2年に１回程度、GO-SHIP航海を実施。

各国の投入数の推移

OceanSITES
係留ブイ観測の国際コンソーシアム。運用コストの問題などから、リソース
の集中、研究目的の先鋭化などが進んでいる。中国は新しい係留ブイ観測網
を外洋で拡大していく方針。日本はグライダーなど機動的なツール
による省資源・効率観測に切り替え中。

日本が参加する全球海洋観測の現状
2010 20202000

日
本

豪
仏

独
中国

日本は
回復基
調

400

200

測点数・測線数ベース艫全世界の約3割弱
2002-2011：約1800測点（8割がJAMSTEC）
2012-2021：約1400測点（6割が気象庁）

ピーク時22基から6基へ（主にTRITONの削減による） 全世界の約6%程度

Core Argoの6％
程度が日本の貢献
（ピーク時は10％以上）
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One Argo
Core, Deep, BGCの各種Argoフロートを
含めた効率的かつ統合的なArgo観測ネット
ワークの構築を目指す

• フロート稼働密度が低いエリ
ア（赤）、かつ5年以上稼
働フロートエリア（緑の丸）、
かつ航路上（各ライン）
40N-50N 175E-160W
30N-40N 165E-170W
15N-25N 155E-180
ハワイ付近

• 特化した目的のもと実施す
る集中観測

国際フレームワークの連携
GO-BGC＆GO-SHIP

測器配置の最適化 測器の小型化・省力化

• Biogeochemistry（後方散乱、下向照度、pH、酸
素、クロロフィル、硝酸塩）センサーを搭載したBGC全
球網構築を目的としたGlobal Ocean (GO-BGC）
プロジェクトがGO-SHIPと連携してスタート

• 期間：2021-2025
• 予算：5300万ドル（60億円）
• 主導機関：MBARI, WHOI, SIO, U 

Washington, Princeton U
• 投入台数：500台

衛星活用
• 衛星による表層観測と海洋中

の現場観測のデータを統合的
に解析できるよう

• 各種アルゴリズム開発による衛
星による海洋の表層データの
価値を高める（例：海洋酸
性化監視、海洋プラスチックな
ど）

全球観測の将来（高度化・効率化）
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無人省力化観測技術への取り組み（米国の大型プロジェクト）

Global Ocean Biogeochemistry Array
～BGCアルゴの現状・課題と見通し～
・BGC6変数：酸素，硝酸塩，pH，クロロフィルa，懸濁粒
子，下方向放射照度
・2021年6月現在15カ国が419台（目標1000台）を運用
中
・2021年に19か国がBGCフロートを投入予定
（計266台、約50台は酸素のみ）
・米国NSFによるGO-BGCは今後5年間に500台
（5～6変数）を投入
・予算は2021年からの5年間で約USD53M

Southern Ocean Carbon and Climate Observations 
and Modeling project (SOCCOM)

・米国では、NSFの助成を受けた、南大洋の炭素循環
と 気 候 変 動 の 観 測 と モ デ リ ン グ プ ロ ジ ェ ク ト
（ SOCCOM） が 2014 年 9 月 に 開 始 （ 5 年 間 で 約
USD21M）。

・これまで南大洋で204台のBGC フロートを投入。
・2024年度までの延長が決定しており、今後さらに
140台程度のBGCフロートを投入予定

（SOCCOM2:2019-2021で約USD13M）。

第32回アルゴ計画推進委員会（2021.7.30）須賀委員資料から引用

ScienceNews(JUNE 2, 2019)から引用
https://www.sciencenews.org/article/southern-ocean-antarctica-
absorbs-less-carbon-expected
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無人省力化観測技術への取り組み（アルゴの現状と将来にむけて）

7
第32回アルゴ計画推進委員会（2021.7.30）須賀委員資料から引用
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ウェーブグライダー

2020年11月6日から7日にかけてM5 クラスの地震
が続発した際に、プレート間固着・すべりの現状を把
握するため、海底地殻変動観測を実施した。

2018年7月、西部熱帯太平洋上で約2ヶ月にわたり
海上水蒸気量を遠隔観測することに初めて成功した。

風力を推進力とし、太陽光発電でデータ取得を
行い、衛星通信を利用してリアルタイムで地上に
データを伝送する。運用を含めて契約し、データ
だけを購入するビジネスモデル。

波力を推進力とし、太陽光発電でデータ取得を
行い、衛星通信を利用してリアルタイムで地上に
データを伝送する。プラットフォームを購入、カスタ
マイズして自ら運用。船舶からの運用も可。

セイルドローン

JAMSTECでは2018/19年の冬、セイルドローンを用い
て、日本南岸を流れる黒潮を横切り、中規模（メソス
ケール）またはさらに小規模の大気と海洋の構造を観
測した。

無人省力化観測技術への取り組み（水上無人機）

船舶観測の補完や係留観測の代替として
期待できる。再生可能エネルギーがによる観
測のため、ゼロエミッション政策にも合致する。
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無人探査機（ROV）

ハイパードルフィン

深海底でのセンサー設置作業（最大水深：約4,300 ｍ）

「かいこう」システム

1999年完成・最大潜航深度
4,500ｍ

全長3.0m・幅2.0m・3.8トン

2013年完成・ 最大潜航深度
7,000m＊

全長3ｍ・幅2m・6トン 海底での重
作業が可能

2017年運用開始、速力 ３ノット
全長4.45ｍ・幅1.95m・1.5トン
稼働時間:48時間

洋上中継器（ASV）

無人省力化観測技術への取り組み

海空無人機による海洋観測・監視・調査システムの構築（計画段階）
小型軽量化したAUVとそれを自動的に展開・揚収できる無人飛行艇を
開発し、船舶に加えて飛行艇によりAUVを運搬・展開できる体制を目
指す。
これにより、広範囲にわたるセンシング能力に優れた効率的かつ機動的
な海洋観測・監視・調査システムを実現する。

9

＊現在は最大繰り出し長5,700ｍとして運用中。
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北極海は観測の空白域
北極海

南極大陸

ユーラシア
北米

南米

アフリカ

豪州

インド洋

太平洋

大西洋

・水色、赤色、緑色の点：観測ブイ
・青色の点：観測フロート
・線：船舶による観測線

点や線は観測を
示す。
北極海は観測が
ほぼ皆無

出典：http://www.jcommops.org/reportcard2019/

夏季海氷面積は過去35年で約３分の２に縮小。北極の気温上昇は地球全体の２～３倍
の速さで進む。

⇒北極海航路・資源開発等の可能性の進展に伴い、世界的に注目
⇒日本を含む中緯度域の異常気象にも影響

北極域の現状

○研究推進のため、 GRENE(2011-2015), ArCS (2015-2019), ArCS II (2020-
2024)など国内プロジェクトが進行中。

北極海域観測の現状

日本は北極域観測用の砕氷観測船を保有していない。耐
氷船の「みらい」が主役。1998年以来、19回の北極観測。
ただし、夏期に北緯79度までが観測範囲。

これまで、北極海で進む低気圧活動の変化や海洋
酸性化、二酸化炭素吸収能力など知見は多いが、
まだまだ不十分。将来予測精度は他の地域より劣る。
その原因の一つは観測が少ないこと。

10
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２）国際的な連携による北極海全域の物理・化学・生物
に関する統合的観測（2020-2022：Synoptic Arctic 
Survey (SAS)）
海氷を介する相互作用の理解や、気候変動の理解に繋がる高精度の観測
データセットの構築を行い、将来予測の不確実性を低減する。

これから必要とされる観測

１）北極域加速研究プロジェクトを始めとする自然＆社会
科学を融合した統合的観測研究と人材育成。
北極域の環境変動と地球全体へ及ぼす影響の実態把握や予測の高度
化への取影響を評価し、社会実装を目指すとともに、課題解決のために必
要な情報を国内外の利害関係者へ提供

SAS2020-2022の計画案(赤線)と
北極域研究船による北極横断航海(黄太線)の計画案

北極域観測の将来

日本の強みは1990年代から継続して実施してきた基
本海洋観測の豊富な経験と実績。北極海の統合的
観測とデータセットの構築（SAS-2）をリードする。

北極域研究船のイメージ図

氷海観測ドローン開発（水中部を開発中） 11
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２）IPCC AR7等へ知見集約をするための観
測
・地球システムモデルによる
フィードバックの定量化
(W m-2/℃単位)。
例えば、2℃目標を達成する
のにあとどれだけCO2を排出
できるかといった見積もりが可能になる
・BCについて過去10年蓄積された
「みらい」の大気データを使うと
大気中存在量や滞在時間の誤差
(現状200％)を20％程度
まで下げることが可能になる。

・メカニズム解明のためのプロセスモデルの精緻化

・衛星による表層観測と洋上大気の現場観測の
マッチング
・地球システムモデルでのクロロフィル量表現向上

１）海・陸・大気を含む地球システムの複合的視
点での観測

これから必要とされる観測

栄養塩供給
窒素・リン・鉄

炭素吸
収 沈降
粒子

PM2.5等
エアロゾル粒

子

光散乱・
吸収 光散乱

雲粒
化
降水

海洋生態系

波飛沫

雲粒化

他の新過程
（例：ヨウ素に
よるオゾン破壊)

有機物
海塩粒子

CO2等
温暖
化

緩和

緩和
緩和

緩和

沿岸変化

温室効果ガスの観測の現状と将来予測の限界

• 温室効果ガスの濃度について、今後温暖化の進行とともに強められるか、弱められるかといっ
た、「フィードバック」を定量的に把握できていない。将来予測の不確実性を
高めている理由の1つ。

• 温室効果ガス測定の国際観測網はMAX-DOAS観測網によって不確実性を
低減させることが目標日本、韓国、ロシア、中国。MAX-DOASと少し形式が異なる
機材による観測網のタイとインドを入れて６カ国で実施。

• 都市部の高濃度地域から地方の清浄地域までダイナミックレンジで
現場測定をしていることが日本の強みで、広いレンジのMAX-
DOASデータが欧州や韓国の衛星データの評価の際に大きく貢献。

社会経済活動が大気を経由して海洋生態系にどのような影響を及ぼすか模式的
に表した図

日本がリードする洋上大気観測の現状と将来

12
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我が国の海域における地震観測システム

地震計と水圧計が一体となった観測装置を海底ケーブ
ルで接続し、これを日本海溝から千島海溝海域に至る東
日本太平洋沖に設置し、リアルタイムに24時間連続で観
測データを取得します。観測装置は150カ所に設置し、
ケーブル全長は約5,500kmになります。
海溝型地震や直後の津波を直接的に検知し、迅速か

つ確実な情報伝達により被害の軽減や避難行動などの
防災対策に貢献することが期待されます。海域の地震像
の解明のためにも海底における観測データは必要不可欠
です。平成28年度より①房総沖から⑤釧路・青森沖の5
つの海域において運用を開始し、平成29年4月から⑥海
溝軸外側（アウターライズ）を含めたすべての海域におい
て運用を行っております。
観測網は次の5つの海域と日本海溝の外側にそれぞれ

設置します。
① 房総沖 ② 茨城・福島沖 ③ 宮城・岩手沖 ④
三陸沖北部 ⑤ 釧路・青森沖
⑥ 海溝軸外側（アウターライズ）
（出典：防災科学技術研究所HP）

日本海溝海底地震津波観測網：S-net 地震・津波観測監視システム：DONET

巨大地震の破壊開始域である熊野灘と
紀伊水道沖に DONET
（Dense Oceanfloor Network 
system for Earthquakes 
and Tsunamis） と呼ばれる海底観
測網が展開されています。熊野灘と紀伊
水道沖に展開されている観測網をそれぞ
れDONET1、DONET2と呼んでいます。
DONET1は2011年7月から20点で本
格運用を開始、DONET2は2016年3
月から本格運用を開始しました。 現在、
DONET1は2点増強されて、合計51観
測点での運用を継続しています。
DONETは国立研究開発法人海洋研
究開発機構が開発・設置したもので、現
在は当研究所に移管、運用されています。
（出典：防災科学技術研究所HP）

南海トラフ海底地震津波観測：N-net
（構築中）

GNSS-音響測距結合方式による海底地殻変
動観測

・海上保安庁では、これまで地
殻変動観測の空白域であった海
底の動きを直接観測するために、
GNSS-音響測距結合方式による
海底地殻変動観測を行っていま
す。日本海溝と南海トラフ沿い
に海底の動きをセンチメートル
レベルで測定しています。
（出典：海上保安庁海洋情報部
HP）

（出典：防災科学技術研究所HP）
13
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• 新たに3か所の観測センサーを
設置し、スロースリップ断層観測監

視システムの高感度・広域化を目
指す。

• 海底傾斜変化の多点計測について

も広域化。

• スロースリップ地震、南海ト
ラフの半分の領域で地震が発生（半
割れ）した後の推移を高感度にと
らえ、情報発信することが可能に
なる。

新たな観測センサー
の設置を目指す地点

紀伊半島東方沖のみに展開

地震断層の動きをリアルタイム監視するスロースリップ断層観測監視システム

現状

これから必要とされる観測

日本がリードする断層観測システムの現状と高度化

14
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• 「かいめい」による海底下の断層形状を
示す地下の地図を作成。地震発生帯モ
デルを構築し、断層の動きを知る。

• スロースリップ断層観測監視システムは、
近い将来、南海トラフ全域、日本海溝、
千島海溝へ、展開。

Nakanishi et al. 2018

海底変動観測の高度化・効率化

15
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Integrated Marine Debris Observation System (IMDOS)
• Global Ocean Observing System (GOOS)が国連環境計画（UNEP）、専門家グ

ループ、関係コミュニティ等に働きかけながら立ち上げを進めているプロジェクト。

• 海洋ゴミ（プラスチックが多い）の問題解決に向けて、科学的知識を強化するため
のデータを提供するグローバルな持続的観測システムのガイダンスと調整を提供す
る。

• IMDOSで得られたデータはUNEPに提供し、国連海洋科学の10年で目指す「a clean 
ocean」への活用を想定。 • OceanObs19でIMDOSの立ち

上げ構想。
• 日本は2019年「G20大阪ブ

ルーオーシャン・ビジョン」を提案す
るとともに、「科学的知見と革新
的解決策に関するG20ワーク
ショップ」における合意等のもと海
洋プラスチックごみの調査手法の
調和及びデータ集約に取り組む
事で国際貢献。

• 日本のIMDOSへの参画が期待
され、GOOSと日本側（環境省、
JAMSTEC、九州大等）で情報
交換中。

深海プラごみ：35年前のチ
キンハンバーグのパッケージ

深海プラごみ：15年前の歯
磨き粉パッケージ

Nakajima et al., 2021

Emerging Issue: 海洋プラスチック観測プロジェクトの構築
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海面流の予測に資するため、一般船舶をプラットフォームとした準リアルタイム洋上風データ取得を計画
地元の工業高校との協力による簡易型デバイス開発への取り組みを開始

むつ工業高等学校との協力協定
締結式（2020.5.22）

R2年度の卒業研究課題のとして取り上げ、開発を開始
機構職員が月に1度のペースで高校を訪問し、助言指導

高校生がむつ市内のシンポジウムで進捗を中間
発表。むつ市長も聴講（2020.11.18）

マイクロコンピュータとセンサー類を接
続し、制御することに成功

プログラミング

基板作成

市民参加型観測：簡易風向風速計の開発（むつ工業高等学校）

高校生らによる試作機の風洞実験
2021年1月＠むつ研究所 17
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貨物船の座礁（柏島、2016年3月13日）
高知県宿毛
湾の海況予
測を通して、

地元関係者と
協働で沿岸

域を総合管理

宿毛湾の漁獲量と海水温の関係

森岡ら(2019)

豊後水道の海況予測（分解能3km）
宿毛湾の海況予測（分解能200m）

美山ら
（2017）

HPで
毎日
更新

市民参加型観測：地元関係者と連携した沿岸域総合管理

18
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現場観測データ＋付加価値情報の有効利用による社会貢献

19

47



○ 国際枠組・連携のもと、インド洋、北太平洋、北極海等における観測活動を着実に実施。
・コアアルゴの維持、船舶観測（北極航海、GO-SHIPなど）実施、係留観測の維持
・One-Argoへの関与維持
・自動／省力観測システムの実用化へ向けた取り組み推進

○ 強化する取り組み
・北極域研究船の国際プラットフォームとしての活用に向けた連携の促進

（共同研究協定拡充、「みらい」への招聘、アジア地区若手研究者の交流事務局機能）
・海底変動観測（東南海・南海）
・海氷観測ドローンの開発、海域試験の実施
・SDG14関連 海洋プラスチック研究、海洋酸性化監視
・市民参加型観測の推進
・データ利活用推進

○観測・予測、データ利用に関する大型研究資金への取り組み
・ArCS II (FY2020～）：極地研、北大と合同で実施中
・ポスト統合プロジェクト（FY2022～）、DIAS（FY2021～）：積極的に参画
・BIO/Deep-Argoのための大型研究獲得（マスタープランからロードマップへ）
・SIP3や経済安全保障関係研究

○国際的活動の強化：特に西太平洋、オセアニアなどの地域活動強化
・インド、フランス、北欧諸国など２国間の連携研究強化
・ UN Decade of Ocean Science for Sustainable Developmentへの対応

ま と め

20
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ご清聴ありがとうございました。
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以下、参考資料
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23

気象レーダーによる
降雨（降雪）観測

自律型氷上・氷下
観測ドローンによる
非破壊の海氷観測

音波探査による海底
地形や生物資源調査

大深度の採水観測

堆積物の採取

放球装置による
気象・大気観測

ROV・AUVによる海底探査

係留系による定点観測

北極域研究船による氷海内の統合的
な科学的・工学的観測の実現

砕氷による船体構造
の応答モニタリング

北極域研究の国際的
プラットフォーム

北極海航路の利活用
に係る環境整備

国際枠組みやルール形成
への関与

我が国の氷海船舶・舶用
技術の高度化

研究者・技術者・船員等
の人材育成

2② 北極域における環境変動の把握と海氷下観測技術開発2
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JAMSTECの船舶・海洋ロボット等

広大で多様な海洋環境の調査・観測を可能にする船舶や
海洋ロボットを安全かつ効率的に運用する。

地球深部探査船ちきゅう
56,752トン

海洋地球研究船 みらい

東北海洋生態系調査研究船 新青丸

深海調査研究船 かいれい

学術研究船 白鳳丸

深海潜水調査船支援母船 よこすか

海底広域研究船 かいめい

全長210 m・喫水9.2 m・定員200名

全長128 m・喫水6.9 m・定員80名

全長66 m・喫水5.0 m・定員41名

全長106.0 m・喫水4.7 m・定員60名

全長100.0 m・喫水6.3 m・定員89名全長100.5 m・喫水6.0 m・定員65名

全長105.2 m・喫水4.7 m・定員60名

8,706トン

1,635トン

4,517トン

3,991トン

4,439トン

5,747トン

令和3年度末
停船

JAMSTECのフリート
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JAMSTECの船舶・海洋ロボット等

有人潜水調査船
「しんかい6500」

全長 9.7 m
潜航深度 6,500 m
速度 max 2.7 kt

全長 3.0 m
潜航深度 4,500 m
速度 max 3 kt

深海巡航探査機
「うらしま」

全長 10 m
潜航深度 3,500 m
速度 max 3.0 kt

深海探査船
「じんべい」

全長 4 m
潜航深度 3,000 m
速度 max 3.6 kt

ディープ・トウ

6KカメラDT
6KソーナーDT
「よこすか」DT

海底設置型掘削装置
BMS

全長 3.2 m
全高 5.6 m

潜航深度 3,000 m

パワーグラブ

全長 3.5m(ｼｪﾙ型）
3.0m(爪型)

潜航深度 6,000 m 

無人探査機
KM-ROV

全長 3 m
潜航深度 3,000 m
速度 max 3 kt

無人探査機
「かいこう」システム

全長 5.2 m
潜航深度 7,000 m
速度 max 1.0 kt

無人探査機
「ハイパードルフィン」

ブイシステム 深海探査機
「ゆめいるか」

トライトンブイ
全長 5 m

潜航深度 3,000 m
速度 max 3 kt

JAMSTECの探査機
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3. 海洋調査プラットフォームの運用

日本の海洋科学技術の水準向上と学術研究の発展、JAMSTECの研究開発目標の達成に貢献する。

海洋研究コミュニティ

共同利用公募

「よこすか」

「しんかい6500」

「かいれい」

「かいこう」

「新青丸」

「ハイパードルフィン」

「よこすか」,「かいれい」,「新青丸」共同利用

「白鳳丸」共同利用

JAMSTECの研究者・技術者

所内利用

「よこすか」 「かいれい」

「みらい」 「かいめい」

「新青丸」
「しんかい6500」
他、各種探査機

研究船の共同利用
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東京海洋大学

海鷹丸 神鷹丸

深江丸

出典：東京海洋大学
船舶・海洋オペレーションセンター
観測部門HPより

おしょろ丸 うしお丸

北海道大学

神戸大学

海神丸

出典：北海道大学
水産学部HPより

出典：神戸大学HPより

長崎大学

長崎丸

出典：長崎大学
水産学部HPより

鶴洋丸 かごしま丸 南星丸

鹿児島大学 出典：鹿児島大学
水産学部HPより

我が国の海洋観測船
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資源調査船「たんさ」 新海洋資源調査船「白嶺」

JOGMEC
出典：JOGMEC HPより

漁業調査船「開洋丸」

気象庁

水産庁
出典：水産庁HPより

出典：気象庁HPより 防衛省
出典：防衛省 HPより

海洋気象観測船「凌風丸」 海洋気象観測船「啓風丸」

水産研究・
教育機構
出典：水産研究・教育機構HPより

北光丸 若鷹丸 蒼鷹丸

我が国の海洋観測船

他に俊鷹丸、天鷹丸、こたか丸、陽光丸など

海洋観測艦「にちなん」
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